
 
 

安定感を増すフランス経済に潜む構造的な問題点 

～ドイツに代わる成長の牽引役には力不足のフランス～ 

山 口  勝 義  
 

要旨 
 

  

フランスでは教育訓練制度の問題に起因して構造的失業率が高く、また経済の非効率性

も認められる。このため今後とも潜在成長率は低位に留まる可能性が大きいほか、短期的

にもユーロ圏経済の成長を牽引するには限界がある。着実な改革の具体化が重要である。 

 

はじめに 

ユーロ圏で、厳しい経済情勢が続くド

イツとの対比でフランス経済の安定感

が強まってきた。ドイツでは 2019 年 7

～9 月期に 2 期連続でマイナス成長とな

りリセッション入りする可能性が、現実

味を帯びてきている。国際通貨基金（IMF）

も 10月に公表した新たな経済見通しで、

ドイツの実質 GDP の年間成長率は 18 年

の 1.5％から 19年には 0.5％へ大幅に落

ち込むものと見込んでいるが、一方のフ

ランスについては 1.7％から 1.2％への

減速にとどまるものとしている。 

このように、低調な世界貿易の下で輸

出と生産の停滞が続くドイツに比較し

て相対的に製造業のウエイトが低く貿易

依存度も小さいフランス経済の、成長へ

の逆風に対する耐性が明らかになって

いる（図表 1、2）（注 1）。しかしフランス

経済の強みは、そればかりではない。 

17年 5月に就任したマクロン大統領は、

段階的な法人税減税に取り組むほか、「黄

色いベスト」デモへの対応の過程で、家

計に対しても可処分所得を底上げする対

策を具体化してきた（注 2）。フランスでは、

こうした内需刺激策としては財政健全化

に配慮しつつ 20 年予算案でも 93 億ユー

ロの家計向け減税策を織り込み、均衡財

政堅持のメルケル独政権との違いを際立

たせている。そして、現政権の強固な指

導力の下で、大連立政権解消の可能性も

燻るドイツとは対照的に、フランスでは

政治面でも安定感を強めてきている（注 3）。 

さらに広範なマクロン改革の成果も期

待され、変わらないフランス、もたつき

が続くフランス経済という従来のイメー

ジには変化が生じつつある（注 4）。しかし、

そうしたフランス経済にも、構造的な問

題点が残されていることは確かである。 

欧州経済金融 

分析レポート 

（資料） 図表 1 は CPB（オランダ経済政策分析局）の、図表
2 は Eurostat の、各データから農中総研作成 
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図表2 輸出額の比率（対GDP比率、2018年）
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図表1 貿易の伸び率（世界全体、財のみ、数量ベース）

（前年同月比）



 
 

フランス経済の特徴 

構造的な問題点の検討に先立ち、まず、

フランス経済の特徴的な動向を、ドイツ

経済との対比で概観することとする。 

第一に、フランスにおいても足元では

個人消費が経済成長の牽引役である点

は同じであるが、消費はドイツ以上に堅

調に推移している。ここでは賃金の伸び

に加え、マクロン政権による可処分所得

の底上げ策も一定の効果を果たしてい

ることが考えられる。第二には、家計部

門以外にも、しっかりした企業投資がフ

ランス経済の特徴となっている（図表 3）。

法人税減税のほか、労働市場の柔軟化を

手始めとする着実な改革への取り組み、

将来の政策を巡る不透明感の軽減など

が、好影響を与えているものとみられる。 

同様に「企業のデモグラフィー（人口

動態）」の面で、フランス企業のより高

い「出生率」とより低い「死亡率」から、

産業界のダイナミズムも感じられてい

る（図表 4）（注 5）。輸出総額に占めるハイ

テク製品比率などでフランスはドイツ

を上回っており、これもこうした活発な

企業活動と関わりがある可能性がある。 

この他にもフランス経済の強みとし

て、少子高齢化の進行が緩やかであるこ

と、環境対策が先行しており企業の追加

投資負担などが限られること、原子力発

電へのシフトで電力価格がより安価で

あること、などを指摘できる（図表5）。

しかしその一方では、企業や家計による

急速な負債比率の上昇がある（図表 6）。

また、自国第一主義の台頭や世界貿易の

停滞の影響下にあることに変わりなく、

デジタル課税で先行するフランスは、む

しろ米国との通商関係で緊張を増す潜

在性が大きい点に注意が必要となる（注 6）。

加えて年金と失業保険の改革でこれか

ら山場を迎えるマクロン改革には国民

の強い抵抗が予想され、政治面の安定に

揺らぎが生じる可能性もある。このよう

に、比較的良好なフランス経済とはいえ、

その先行きは明るい材料ばかりに取り

囲まれているわけではない。 

（資料） 図表 3～6 は Eurostat のデータから農中総研作成 
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図表3 固定資本投資比率（対GDP比率）
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図表4 企業のデモグラフィー（出生率・死亡率、製造業）
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図表6 民間部門の負債比率（対GDP比率）
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図表5 新車のCO2排出量（1km当たり）
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フランス経済に潜む構造的な問題点 

個人消費や企業投資を中心とした堅調

な内需を強みとしつつも何点かの当面の

懸念材料が指摘できるフランス経済であ

るが、そこにはさらに構造的な問題点も

潜んでいる。ここで注意が必要となるの

は高止まる失業率である（図表 7）。そし

てこれと合わせて注目されるのが、欧州

委員会による、企業の業務展開上の制約

要因にかかる調査結果である（図表 8）。 

制約要因として「需要」不足を指摘す

る企業の割合が 41％と高いが、その他で

は「労働力」不足を挙げる企業の比率の

急上昇が見られている。これは企業の採

用基準に適合する人材の不足を意味して

おり、これからすれば今後とも失業率の

大幅な低下は望み難いということになる。

そしてこの背景としては、フランスの教

育訓練制度が効果的に機能していない可

能性が考えられる。各国間の比較でも、

相対的に低いフランスの人的資本の質が

認められ、また人的資本と就業率との間

には相関関係が存在することが確認でき

る（図表 9）。こうした点からは、フラン

ス経済は高い構造的失業率を伴っており、

今後の消費の拡大余力にも制約を負って

いるものと考えざるを得ないことになる。 

また別の観点からは、フランスの構造

的な問題点として、経済の非効率性を指

摘することができる。フランス社会のひ

とつの特徴は、国家による企業統治を含

む、かつての混合経済体制（dirigisme）

の伝統である。勢い「大きな政府」とい

うことになるが、象徴的な事例として、

公務員比率は主要国との対比でかなり高

い水準にある（図表 10）。 

マクロン大統領はこれまでに教育訓練

制度の改革に取り組み、また公務員数の

削減も今後の重要課題としている（注 7）。し

かし、改革を具体化しその成果が現れる

までにはかなりの時間を要するとみられ

ることから、これらは今後もしばらく構

造問題としてフランス経済に留まり続け、

成長の制約要因となるものと考えられる。 

（資料） 図表 7、8 は Eurostat の、図表 9 は Eurostat およ
び World Economic Forum（ダボス会議）の、図表 10 は
OECD の、各データから農中総研作成 
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図表7 失業率
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（←評価が低い） 人的資本インデックス（WEF） （評価が高い→）

図表9 人的資本と就業率（ユーロ圏）（2017年）
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図表8 企業の業務上の制約要因（フランス）
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図表10 公務員数比率（一般政府、人口100人当たり）
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おわりに 

ドイツでは、自動車や化学などの旧来

型の製造業を基幹産業とし中小企業層

が厚い経済の特性が、長引く貿易摩擦に

加え急速に進行する技術革新や環境規

制の強まりの下で構造的な問題点とし

て浮上し、外需依存、高コスト、追加投

資負担の重さなどの形で経済に負荷を

生じさせているように考えられる。これ

に従来からの均衡財政堅持の姿勢や少

子高齢化も加わり、全体が特に景気停滞

期には重荷となることで、ドイツ経済の

低迷状態を長期化させる可能性がある。 

これに対しフランスでは、教育訓練制

度の問題に起因して構造的失業率が高く、

また公務員比率の水準が示すように経済

の非効率性も認められる。このため労働

力不足と低スキル、人的資本のミスアロ

ケーションなどが重なり生産性の伸びは

制約され、潜在成長率は今後とも低位に

留まる可能性が大きいものと考えられる。 

また、より短期的な視点からは、英国

の欧州連合（EU）からの離脱や貿易摩擦

の長期化などのため先行きの不透明感

は容易に軽減されず、今後はフランスの

企業投資に陰りが生じる可能性がある。

この場合、成長の家計依存が一層強まる

ことになるが、労働市場の弱点で消費が

投資の減速をカバーできず、経済成長の

鈍化を強いられる可能性が見込まれる。 

このため、フランスはドイツに代わる

ユーロ圏の経済成長の牽引役としては

力不足と考えられる。こうした中では、

マクロン大統領の指導力で改革の成果

を着実に具体化すること、そしてそれを

国民に実感させることを通じ将来の不

透明感の軽減を図ることが何より重要

であるとみられる。（19.10.23 現在） 

 
                                                  
（注 1） ドイツ経済の停滞の背景には、米中間の貿易

摩擦を主因とする世界貿易の縮小以外にも、ドイツ

経済に内在する構造的な問題点が影響を与えている

可能性がある。この点については次を参照されたい。 

・ 山口勝義「構造的な問題で長引くドイツ経済の低

迷」（『金融市場』19 年 10 月号所収） 
（注 2） マクロン政権は発足後、EU 加盟国の中でも比

較的高かった 33.3％の法人税率（基本実効税率）を、

22年までに段階的に25％まで引き下げる方針を打ち

出した。一方、家計に対しては、燃料税引上げに対す

る抗議から 18 年 11 月以降拡大した「黄色いベスト」

デモへの対策として、同年 12 月には 19 年の燃料税

導入の取り止めのほか政府支出拡大による生活支

援策の実施を発表した。その具体的な内容は、最低

賃金の 19 年 1 月からの引上げ、残業手当の 19 年 1

月からの非課税措置、18 年末ボーナスの非課税措

置、年金生活者を対象とした減税などである。 
（注 3） ドイツでは極右「AfD（ドイツのための選択肢）」

の伸張が見られるほか、メルケル首相の「CDU/CSU」

（キリスト教民主・社会同盟）」と大連立を組む「SPD」

（社会民主党）の退潮が著しく、連立解消の可能性が

浮上してきている。また、21 年を任期とするメルケル

首相の有力な後継首相候補とされるアンネグレート・

クランプ=カレンバウアーCDU 党首に対する支持率は

低迷気味である。これに対し、マクロン大統領の直近

の支持率は 33％に回復し、同時期のオランド前大統

領の支持率を 15 ポイント上回る水準にある。マクロン

大統領の支持率のデータは、次による。 

・ ELABE（3 octobre 2019）“Baromètre october 2019: 

confiance stable pour I’exécutif” 
（注 4） マクロン大統領は就任以来、企業活動の活性

化と財政改善を主要な柱として、硬直的であった労

働市場の改革（雇用機会を増加させる狙いの下での、

解雇の際の補償金の上限設定、収益悪化を理由と

する解雇の容易化、企業単位の労使交渉で決定でき

る労働条件の範囲の拡大など）を手始めに広範な改

革に取り組んできた。今後の主要な課題としては、年

金や失業保険の改革、公務員数の削減などである。 
（注 5） 企業の「出生率」と「死亡率」は、ある年に新設、

または廃業や破綻などに至った企業数を当該年に活

動している総企業数で除したもの。なお、M&A や企業

分割などによる企業の新設や廃業などは含まない。 
（注 6） グーグル、アップル、フェイスブック、アマゾン

（GAFA）などの国際的なIT大手企業への課税を可能

にする「デジタル・サービスへの課税創設」法案が、

19 年 7 月に下院、上院で相次いで可決された。フラン

ス国内での年間売上高が 25 百万ユーロ以上で、か

つ世界売上高が 750 百万ユーロ以上の企業を対象

に、19 年 1 月からのフランス国内での売上高に対し

3％の課税を行うことになる。これは、EU による統一

的な課税対応に先行するものである。 
（注 7） マクロン政権による教育改革の内容としては、

義務教育開始年齢の引下げ、低学年のクラス定員の

削減、バカロレア制度の改善などである。 




